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は じ め に

チリは，ラテンアメリカ地域においては教育

の進んだ国として知られる。１８３７年には教育省

の母体が創設され，その５年後にはこの地域で

最初の公教育システムが確立された。初等教育

は１８６０年に無償化が決定され，１９２０年には義務

化されている［Cox et al.１９９７,１７―３０］。しかしな

がら，日本に比べると，同国における初等教育

の量的拡大は緩慢であった。たとえば，チリで

就学率が５０パーセントを超えるようになったの

は１９２０年代であり，９０パーセントを超えたのは

ようやく６０年代に入ってのことである（注１）。

１９６５年には６年制の初等教育が８年制に延長さ

れ，基礎教育（educación básica）と呼ばれるよ

うになったが（注２），その基礎教育の修了率が９０

パーセントを超えたのは９０年代半ば頃と考えら

れる。すなわち，就学率のみでなく修了率の１００

パーセント到達を普遍化の達成ととらえた場合，

義務化以降，８０年間以上が経過してなお，チリ

の基礎教育は普遍化過程の最終段階にあるとい

える。

本稿は，そうした段階にあるチリの基礎教育

が，どのような課題に直面しているのかを，貧

困地域にある優良校と問題校の比較分析を通し

て明らかにするものである。具体的には，低学

力校の学力改善を図るチリのP-９００プログラム

の参加校を分析対象とし，これまでの研究蓄積

から効果が立証されている投入を受けながらも

改善の果たせない学校群（問題校）に着目し，

改善を果たした学校群（優良校）との比較から，

その問題点を探ることを目的とする。分析には

筆者が２０００年６～８月に第７，８州で実施した

P-９００校の５２学級に関する現地調査から収集さ

れたデータを用いる。

本稿には大きく２つの意義がある。まず，チ

リは「世界銀行が推奨するような教育改革案を

すべて実践しながらも，なお学習成果に乏しい

国」と評される（注３）。これは，同国が１９８０年以

降，新自由主義的教育改革を強行に導入し，１９９０

年の民政移管後も競争と賞罰を原則とするさま

ざまな改革案を実践していることや，近年の国

際学力比較調査の結果にみる学力水準の低さに

言及したものである。本稿はそのような市場原

理に基づく改革を評価するものではないが，そ

れによって生じた歪みを補正するため，公正の
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観点から低学力校の学習結果の改善を目指す政

策を扱い，その改善策のあり方を問うものであ

る。

また，本稿は貧困地域の低学力校を分析対象

としているが，こうした学校に焦点を絞った先

行研究は少なく，そこから得られる知見は基礎

教育の普遍化の課題達成にも有益である。なぜ

なら，普遍化の最終段階では都市・農村部の貧

困層児童や少数民族などから成る学齢人口の残

り１０パーセントを，就学のみならず修了へと導

く必要性があり，そのためにこうした児童を多

く抱える学校で教育の質的改善を図ることがひ

とつの重要な政策課題となるためである。

以下では，まず，チリの状況を地域的文脈か

ら理解するために，ラテンアメリカ地域の初等

教育の現状について簡単に触れ，その後，チリ

の基礎教育を概観してP-９００プログラムの概要

と問題点に言及する。つぎに，これまで途上国

の教育改善策に参考とされてきた効果的な教育

インプットに関する研究とそうした研究の問題

点を整理し，分析にあたっての参考とする。続

いて，P-９００への参加によって学力改善を果た

せた学校群とそうでない学校群を量的かつ質的

にいくつかの観点から比較し，それらの学校群

を決定する要因は何かを探る。最後に，分析結

果をまとめて考察を加える。

Ⅰ ラテンアメリカ地域の初等教育の概観

ラテンアメリカ地域における人的資本の蓄積

の乏しさは，今後の持続的経済発展や貧困削減

の抑制要因となる［ECLAC and UNESCO１９９２］

──そう警告が発せられて１０年以上が過ぎた。

たとえば，この地域の成人の平均教育年数の推

図１ １５歳以上人口の平均教育年数の推移（推定値）

（出所）Barro and Lee（２０００，２６―２７）より作成。
（注）地域名の後の数値はデータのある国の数を示す。地域の平均値は各国の人口によって重みがかけられている。各国

の平均教育年数はいずれもセンサスのデータを基準として，年代別人口，各教育段階の粗就学率や留年率，推定修
了率のデータなどから欠損値が推測され，集計されたもの。＊２０００年は予測値。ちなみに，東アジア太平洋の１０カ
国はフィジー，香港，インドネシア，マレーシア，シンガポール，フィリピン，韓国，台湾，タイ，パプアニュー
ギニア。
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定値を東アジア太平洋地域と比べてみる

と，１９６０年時点ではラテンアメリカ地域がより

高い水準にあったが，１９７０年には同水準とな

り，１９８０年以降は継続して下回った状態にあっ

た（図１）。Londoño（１９９６，１１）によれば，１９５０

～９５年の間，ラテンアメリカ地域はその経済水

準から推定される平均教育年数の期待値を約２

年も下回ってきたという。そうした警告を反映

して，１９９０年代初頭以降，ほとんどのラテンア

メリカ諸国において教育改革を通した人的資本

の質の向上，それも特に大衆レベルの教育水準

の底上げは優先的政策課題とされてきた。たと

えば，世界銀行による１９９０～２００５年の教育分野

への融資累計額を地域別にみると，ラテンアメ

リカ地域が８１億６０００万米ドルとトップで，全体

の３割を占め，続く東アジア太平洋地域（５０億

米ドル）を大きく引き離している（注４）。これを

サブセクター別にみると，ラテンアメリカ地域

の場合，全体の約４４パーセントが初等教育段階

に注がれている（注５）。

では，こうした努力はどのような成果をもた

らしたのだろうか。これまで，この地域の初等

教育は，粗就学率は高いが，留年が頻繁で，修

了率の比較的低いことが問題とされてきたが，

ブランズらによる修了率の推定値には大きな改

善の跡がみてとれる［Bruns, Mingat and Rako-

tomalala２００３，４４］。当該地域の修了率は，平均

で１９９０年の６９パーセントからデータのある最新

年（１９９７～２００１年）の８３パーセントへと上昇し，

他の地域に比べても最大の改善幅が観察される。

チリの場合，基礎教育段階の最初の６年間の修

了率の推定値が算出され，それは９４パーセント

から９９パーセントにまで改善している。ブラジ

ルとニカラグアについては２０パーセント以上の

改善を遂げている。とはいうものの，修了率に

ついては進級や卒業基準の緩和など，恣意的操

作による改善も不可能ではない。そのため，真

に国際的競争力を備えた人的資本が育成されて

いるか否かを判断するには，学習者が就学の結

果として実際に学んだかどうかを併せて確認す

る必要がある。近年，ラテンアメリカ諸国で学

習結果の相対的評価への関心の高まりがみられ

るのもこうした認識に立つものであろう。１９９４

～２００５年の間にラテンアメリカ諸国が参加した

主な国際学力比較調査は実に計９回にも及んで

いる。表１はそれらの概略をまとめたものであ

る。

これらの調査結果が示すところは，世界的に

みたラテンアメリカ諸国の学習達成度の低さで

ある。たとえば，国際教育達成度評価学会（IEA）

が１９９５年に実施した第３回国際数学・理科教育

調査（TIMSS）では８年生の数学の成績で全４１

カ国のうちコロンビアは４０位であり，参加国の

全被験者の上位５０パーセントに入ったコロンビ

ア人生徒はわずか４パーセントであった。１９９９

年のTIMSSでは再度８年生を対象に調査が実

施され，数学の成績で全３８カ国のうちチリは３５

位であった。チリ人生徒のうち，参加国の全被

験者の上位５０パーセントに入ったのは１５パーセ

ントに過ぎない。また，１９９７年には域内１３カ国

における小学３年生と４年生の算数・国語の学

力比較検査が実施されたが，TIMSSに比べて

はるかに単純で簡単と思われるテストにもかか

わらず，平均正解率は５０パーセントをわずかに

上回る程度であった（注６）。すなわち，初等教育

の量的質的指標の双方をみる限り，修了率の向

上という点では進展がみられたものの，学習成

果においては相対的にも絶対的にも課題が残さ
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実施
年 国際学力比較調査 実施機関 対象者

調査科目

参加国数
（内，OECD
加盟国）

ラテンアメリカからの
参加国 主な結果

１９９４ 教育の質の測定調査 UNESCO
OREALC

４学年
国語・算数

７カ国
＜ラテンアメ
リカのみ＞

アルゼンチン，ボリビア，コ
スタリカ，チリ，エクアドル，
ドミニカ共和国，ベネズエラ

全児童の内，正解率５０パーセント以下の者は国語で４７パーセント，
算数で６０パーセントにものぼり，学習達成度の低さが再認識され
た。国家間，所得階層間で格差あり。国語の正解率７５パーセント
以上の者は，低所得層で６パーセント，中所得層で１８パーセント，
高所得層で４５パーセントを占めた。

１９９５ 第３回国際数学・理科教
育調査（TIMSS） IEA

３，４，７，８，１２学年
数学・理科

４５カ国
（２４カ国） コロンビア（８学年のみ）（１）

８学年数学：４１カ国平均５１３点に対し，コロンビア３８５点（４０位）。
コロンビア人生徒の内，世界の上位５０パーセントに入った者は僅
か４パーセント。８学年理科：４１カ国平均値５１６点に対し，コロ
ンビア４１１点（４０位）。

１９９７ 第１回国語・算数関連要因
の国際比較調査

UNESCO
OREALC
（LLECE）

３，４学年
国語・算数

１３カ国
＜ラテンアメ
リカのみ＞

アルゼンチン，ボリビア，ブ
ラジル，チリ，コロンビア，
キューバ，ホンジュラス，メ
キシコ，パラグアイ，ドミニ
カ共和国，ベネズエラ（２）

すべての結果でキューバが突出して高水準。それ以外の国々は国
語の成績はかなり低く，国家間での有意差はなし。多くの児童が音
読はできても，内容の理解に至っていない。算数の成績は国語より
もさらに低く，多くの児童が簡単な算数問題さえ回答できない。

１９９９
第３回国際数学・理科教育
調査－第２段階調査
（TIMSS−Repeat）

IEA
８学年
数学・理科

３８カ国
（１４カ国） チリ

数学：３８カ国平均４８７点に対し，チリ３９２点（３５位）。チリ人生徒
の内，世界の上位５０パーセントに入った者は１５パーセント。理科：
３８カ国平均値４８８点に対し，チリ４２０点（３５位）。

１９９９ 公民教育調査（Civic Edu-
cation Study） IEA

１４歳
公民知識／態度

２８カ国
（１６カ国） コロンビア，チリ 公民知識：２８カ国の平均１００点に対し，チリ８８点（２７位），コロン

ビア８６点（２８位）。

２０００
OECD生徒の学習到達度
調査（PISA）＋２００１年
PISAプラス

OECD
１５歳

読解力・数学的・科
学的リテラシー

４３カ国
（２８カ国）

アルゼンチン，ブラジル，チ
リ，メキシコ，ペルー（３）

OECD諸国平均５００点（読解力・数学的リテラシーとも）に対し，
ラテンアメリカ諸国の平均は数学３５７点，読解力３９５点。ペルーは
読解力・数学ともに最下位。

２００１ 国際読解力調査（PIRLS） IEA
４学年
読解力

３５カ国
（１６カ国） アルゼンチン，コロンビア ３５カ国平均５００点に対し，コロンビア４２２点（３０位），アルゼンチ

ン４２０点（３１位）。

２００３ OECD生徒の学習到達度
調査（PISA） OECD

１５歳
読解力・数学的・科
学的リテラシー

４１か国
（３０カ国） ブラジル，メキシコ（４）

読解力：ブラジル３６～３８位，メキシコ３７～３８位。数学：ブラジル
３８～４０位，メキシコ３７位。科学：ブラジル３８～４０位，メキシコ３７
位。２０００年PISAとの比較ではメキシコが悪化。

２００３ 国際数学・理科教育動向
調査（TIMSS） IEA

４，８学年
数学・理科

５１カ国
（１６カ国） チリ（８学年のみ）（５）

数学：４６カ国平均４６７点に対し，チリ３８７点（４０位）。理科：４６カ
国平均４７４点に対し，チリ４１３点（３８位）。１９９９年TIMSS調整後得
点との比較ではいずれも減点したが有意差はなし。

表１ ラテンアメリカ諸国が参加した主な国際学力比較調査の一覧（１９９４～２００５年）

（出所）UNESCO OREALC（１９９４）, Beaton et al.（１９９６a, b）, UNESCO LLECE（２０００）, Mullis et al.（２０００；２００３；２００４）, Martin et al.（２０００；２００４）, Torney−Purta et al.（２００１）,
Ministerio de Educación（２００３）, OECD（２００４）より作成。

（注）（１） アルゼンチンは調査規定を満たさず，メキシコは結果公表を認めず。
（２） コスタリカは調査規定を満たさず，ペルーは結果公表を認めず。
（３）２０００年にメキシコとブラジルを含む３２カ国で実施された後，PISAに興味を示した非加盟国１１カ国を対象に２００１年にPISAプラスが実施された。結果は双方を合わ

せたもの。
（４） ランキングは各国の上位集団と下位集団で２種類報告された。
（５） アルゼンチンは報告が間に合わず。なお，TIMSSは２００３年より名称変更した。上記以外にも成人識字の国際比較調査なども行われているが，本表では割愛した。
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れている。そして，地域的には教育先進国とみ

なされ，基礎教育の修了率で比較的高い数値を

上げているチリも，決してこの例外ではないこ

とがわかる。

Ⅱ チリの基礎教育とP-９００プログラム

チリの基礎教育は６～１４歳児を対象とする８

年制，続く中等教育は４年制をとり，２００３年５

月の憲法改定によりいずれも無償義務化されて

いる。教育省発表の２００４年度統計によれば，粗

就学率は基礎教育１０４パーセント，中等教育９３

パーセント，純就学率ではそれぞれ８９パーセン

ト，６８パーセントであり（注７），これらは周辺国

に比べても比較的高い値となっている［Ministe-

rio de Educación２００５，２９―３１］。このうち，どの程

度の児童生徒が各段階を修了しているのだろう

か。教育省は２００２年度より修了率を発表するよ

うになったが，それによると，２００４年度の１５～

２４歳人口で基礎・中等教育を修了した者の割合

はそれぞれ９２．９パーセント，７３．４パーセントと

なっている［Ministerio de Educación２００５，８７―８８］。

つぎに，チリの教育発展の軌跡を追ってみよ

う。表２は２００２年のセンサスから年代別の教育

達成をみたものである。まず，修了した教育年

数が１年間以上の者は各年代で高い割合を示し

ている。１９６０年代に入学年齢にあった４０歳代で

９６．８パーセントを記録し，この時代にほぼすべ

ての者が小学校（または基礎学校）に入学して

いたことが確認される。一方，６年間の教育を

修了した者は２０～２４歳代で初めて９５パーセント

を超えていることから，１９８０年代後半に就学年

齢にあった者から６年間の教育は修了率を含め

て普遍化達成に近い状態にあったと考えられる。

基礎教育８年間の修了者割合を見ると，２０～２４

歳代で９０パーセントを超えていることか

ら，１９９０年代半ばごろに基礎教育は普遍化の最

終段階に入ったことが窺える。

チリはこれまでどのような教育改革を展開し

てきたのだろうか。表３は１９８０年以降の基礎・

中等教育における主な改革を列挙したものであ

る。ここから，軍事政権下での教育改革が市場

化，分権化，成果主義という新自由主義に基づ

く原理に沿って実施されたこと，そして１９９０年

代以降の文民政権下ではそれらの原則を引き継

ぎながらも，教育の質改善，公正に配慮した複

（単位：％）

修了した教育年数

１年以上 ６年以上 ８年以上 １２年以上 １６年以上

６～１４歳
１５～１９歳
２０～２４歳
２５～２９歳
３０～３９歳
４０～４９歳
５０歳以上

９１．１
９９．０
９９．０
９８．７
９７．８
９６．８
８９．９

３４．３
９５．４
９５．１
９３．９
８９．６
８４．７
６４．０

１２．４
９０．６
９０．６
８７．８
８１．６
７５．１
４７．４

０．０
２９．１
６５．８
６１．６
５２．７
４４．７
２７．５

──
０．０
８．８
１４．５
１０．９
９．７
６．３

表２ チリの年代別の教育達成（２００２年センサスより）

（出所）Instituto Nacional de Estadísticas（２００３，１８７）より作成。
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目
的 軍事政権下（１９７３～９０年） 文民政権下（１９９０～現在）

市
場
化

１９８０年 「教育バウチャー制度」の全国導入
（市立校と制度に参加する私立校〔＝私立
助成校〕が競争を通して獲得した児童生徒
の月々の出席数に応じて国庫助成金が配分
されるシステム）

１９８０年 教員の雇用形態の変更（公務員の身
分喪失，市または私立助成校や私立校によ
る直接雇用と民間労働法適用）

１９８０年 非営利民間団体の運営による市教育
部〔Corporación〕を許可（ただし，８８年
以降は新設禁止）

１９８０年 一部の職業技術系高校の管理運営を
非営利民間団体（商工会）に委託

「教育バウチャー制度」の保持
１９９３年 市立の基礎学校を除く市立校と私立助成校で上限つきの授業料徴
収制度〔Financiamiento Compartido〕の導入（任意参加。２０００年時点で
全就学者の７１パーセントがこの制度下の学校に学ぶ）

１９９５年 ９１年制定の「教職員法〔Estatuto Docente〕」の改定（一定の条件
を満たせば，再び必要に応じて市による教員解雇が可能に。成果主義導
入の端緒となる下記SNEDの枠組みを追加）

分
権
化

１９８０年 市への分権化（国立校を市に移管し
て市立校とし，教職員の人事を含む学校の
管理運営を 市 教 育 部〔DAEMま た は
Corporación〕に委ねる）

１９８０年 基礎教育のカリキュラム改訂（内容
の柔軟化による学校の裁量権拡大）

１９８１年 中等教育人文科学系のカリキュラム
改訂（同上）

「分権化」の保持
１９９６年 基礎教育のカリキュラム改訂（内容の柔軟化による学校の裁量権
拡大や教科横断的テーマの導入など）

１９９８年 中等教育のカリキュラム改訂（人文科学系と職業技術系の高校に
おける最初の２年間に共通カリキュラムを導入）

２００２年 ９６年の基礎教育カリキュラム内容を詳細化

成
果
主
義

１９８２年 全国学力検査試験〔PER〕の導入（８４
年まで３回実施，結果公表せず）

１９８８年 全国学力検査システム〔SIMCE〕
の導入（以降，基礎学校４・８年生を隔年
ごとに検査。１９９４年以降は高校２年生も対
象に加わる）

１９９５年 SIMCEの結果公表開始（学校平均を新聞紙上などで）
１９９５年 全国学校業績評価システム〔SNED〕の導入（基礎学校・高校を
対象に優良校には助成金を増額，教員給与に反映される）

２０００年 優良教員の表彰・報奨金制度の導入
２００３年 全国教員評価システムの導入（市立校の基礎・中等教育の教員を
対象に段階的に導入。各教員は４年毎に評価される）

２００５年 市立校の校長と市教育部長の公募選抜方式の導入決定

質
改
善

１９９１年 「教職員法」の制定（１９８０年以降，教員にも適用されていた民間
労働法に取って代わる。教員の労働条件の改善へ）

１９９２～９７年 世界銀行の融資による基礎教育の公正と質の改善プログラム
〔MECE Básica〕（公募選抜方式による学校単位のプロジェクト支援
〔PME〕の他，下記のP−９００，MECE Ruralも含む）

１９９５～２０００年 世界銀行の融資による中等教育の公正と質の改善プログラ
ム〔MECE Media〕（PMEを含む）

１９９５年 Enlaceプロジェクトの全国展開開始（学校でのコンピューターと
学校間ネットワークの設置）

１９９６年 全日制の導入と義務化（２０１０年に全国導入完了予定）
１９９６年 教員海外研修制度の導入（毎年約８００名を派遣）
１９９７年 教員養成課程の改善
１９９７年 Montegrandeプロジェクトの開始（モデル校への支援を通した中
等教育の質的改善）

２００２年 LEMキャンペーン（低学年向けの読み書き算数能力強化）

公
正

１９９０年 P−９００プログラム（貧困地域の低学力校の質改善）の開始
１９９１年 MECE Rural（小規模農村学校の質改善プログラム）の開始
１９９６年 先住民対象異文化間バイリンガル教育〔PEIB〕の試行開始
２０００～０６年 「すべての者に高校を」プログラム（貧困層の通う高校４３２
校で中退率や学習結果の改善を目指す）

２００１年 P−９００の対象校を１，４４０校に増加
２００３年 憲法改正により無償義務教育を１２年間へ延長
２００３年 中等教育就学・卒業促進のための助成金増額〔Subvención Pro−
retención〕の導入（基礎教育７年生から高校４年生までの最貧困層に
属する生徒が中退することなく継続して学ぶほど生徒１人当たりの助成
金額が上積みされる仕組み）

２００５年 貧困層児童に対する助成金増額〔Subvención Escolar Preferencial〕
の法案提出（貧困層に属する就学前段階のPre－kinder［幼稚園の年中
組に相当］から基礎教育４年生までの子ども約４０万人に対する助成金の
大幅な増額。ただし，参加校はSIMCEの結果で評価され，成績が劣っ
ている場合，増額はなし）（２）

表３ チリにおける基礎・中等教育の主な改革（１９８０～２００５年）

（１）

（出所）Gauri（１９９８）, García−Huidobro（１９９９）,チリの教育省ホームページから得た情報などをもとに作成。
（注）（１）改革が複数の目的を持っている場合，その主目的または改革の特徴にそって分類した。

（２）本法案には公正の実現だけでなく，助成金の増額を得る用件のひとつとして，質的改善を目的とする徹底した
成果主義の内容も含んでいる。こうした条件づけは公平性に欠くとして，法案の妥当性を疑問視する声も少な
くない。

チリにおける基礎教育の課題

7



数の改革案が新たに加わったことがみてとれる。

現在のチリの基礎教育における最大の特徴

は，１９８０年，新自由主義の標榜者が揃った軍政

時代に全国で導入された「教育バウチャー制度」

の実施にある。これは，１９５５年にシカゴ学派の

フリードマンが提唱した教育改革案で，保護者

が一定の授業料に相当するクーポンを政府から

受け取り，これを使って公立や私立を問わず，

子どもに通わせたい学校を自由に選択できる制

度を指す［Friedman１９５５］（注８）。おもな利点と

して，保護者による学校選択の自由の保障，学

校間の児童獲得競争による教育サービスの質的

向上，一般的に費用効果が高いとされる私立校

の増加による教育全体の効率性の向上，貧困層

による私立校就学へアクセスの向上が挙げられ

る。その一方で，教育の私事化による公教育の

衰退，選択の自由による学校の階層化や人種的

分離に対する憂慮も根強い。なお，１９８０年の改

革では市レベルへの教育行政の分権化も実施さ

れた。すべての国立校は市に移管され，市に直

接雇用されるようになった教員は公務員とはみ

なされず，民間労働法が適用された。

これらの改革により，チリの教育状況は大き

く様変わりした。国立校の市への移管は１９８６年

までにすべてが完了した。他方，バウチャー制

度に参加して，市立校とほぼ同じ条件下で児童

生徒の獲得競争に入った私立校（以下，私立助

成校）は新設校が相次ぎ，学校タイプ別にみる

就学者割合でも大幅にシェアを拡大した。２００４

年度数値では，基礎学校に通う全就学者のう

ち，５２パーセントが市立校，４１パーセントが私

立助成校，７パーセントが独立採算制でバウチ

ャー制度に参加しない私立校（以下，私立校）

に通っている［Ministerio de Educación２００５，３４］。

学校間の競争は意図されたような教育サービ

スの質と効率の向上につながったのかどうかに

ついてはこれまで多くの研究があるが，結果は

一様ではなく，論争が続いている。唯一，共通

する意見としては，バウチャー制度が教育にお

ける公正面に負の影響を与えたとする点である

［Mizala and Romaguera１９９８ほか］。すなわち，

学校選択は諸刃の剣であって，保護者が学校を

選ぶように，学校側も就学者を選択する事実が

確認され［Rounds１９９４,２１７; Gauri１９９８，７２］，学

校の階層化はいっそう深化することとなった。

２０００年の所得階層別にみた就学校タイプでは，

最低分位の子どもの７６．１パーセントが市立校に

通うのに対し，最高分位の子どもの６８．５パーセ

ントは私立校で学んでいる（図２）。例年の全

国学力検査システム（以下，SIMCE）の結果で

も，学校平均点において市立校はもっとも低い

水準にある。１９９０年以降，私立助成校や私立校

との点差は縮まったものの，今なお大きな隔た

りがある。

また，バウチャー制度を支える競争原理は農

村部ではうまく機能せず，地域間格差に影を落

としている。たとえば，１９９９年時点で農村部を

中心に，全国の３０パーセントの市では私立助成

校が一校も存在していない。加えて，農村部に

ある私立助成校は市立校に比べて効果的ではな

いとする研究結果もある［Mizala and Romaguera

１９９８，３８―４０］。すなわち，私立助成校は市立校

に比べて一様により良い成績を出しているわけ

ではなく，各学校タイプの内部には多様性があ

る。私立助成校の成績は，通学する児童生徒の

平均的社会経済水準が中または中高水準の学校

群では市立校を上回るが，もっとも低水準の学

校群では市立校を下回ることが確認されている
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［Ministerio de Educación２００６，１４］。

さらに，チリでは所得階層ごとの地域的な住

み分けも定着しており，国庫助成金のほかに各

市が独自財源で追加できる教育予算にも差があ

ることから，地域間格差を助長する結果となっ

ている［Winkler and Rounds１９９６，３７０］。

以上に鑑みると，民政移管の行われた１９９０年

以降，公正と質の改善が教育改革の新たな支柱

となったことは至極当然なことであった。P-９００

プログラム（正式名：Programa de mejoramiento

de la calidad de escuelas básicas de sectores pobres）

［貧困地域における基礎学校の質の改善プログラ

ム］は，文民政権による公正重視の姿勢を体言

する政策として政権発足直後から実施された。

「格差是正措置」（discriminación positiva）を原

理とする本プログラムは，SIMCEで各県の下

位１０パーセントに属する低学力校のみを対象と

し，施設設備や教材教具などの基本財の投入，

定期的な校内教員研修による教授法や授業内容

の改善，視学官からの支援強化，および地域の

若者を講師として３，４年生の学習不振児のみ

を対象に行う課外授業（talleres de aprendizaje）

を通して学力改善を図るものである。参加校は

州の平均点に達した時点でプログラムから「卒

業」する仕組みとなっている（注９）。プログラム

開始以降７年間は小学１年生から４年生までの

児童に対する教授法や授業内容の改善が中心的

課題であったが，１９９８年以降は就学前教育を受

ける５歳児から８年生にまで対象を広げ，参加

型の学校運営推進や家庭との連携強化にも力を

注ぐようになった。２００１年時点の累計で２７５７校

（全体の３４パーセント）がP-９００に参加している。

P-９００が低学力校の学力改善に効果のあること

はMcEwan and Carnoy（１９９９）の量的分析によ

って検証済みとなっている。

P-９００の問題点は，卒業後に再参加を繰り返

す学校群に表象されるプログラム効果の低い持

続性と，卒業条件を満たせず長期の参加を継続

している学校群の存在にある。後者の学校群は

１９９９年時点のP-９００参加校のうち，１１パーセン

トを占めるに至っており，１９９０年以降複数年の

SIMCEのデータを用いた分析では，これらの

図２ チリの所得階層十分位別の就学校タイプ分布
（基礎教育２０００年家計調査）

（出所）MIDEPLAN（２００１，２０）より作成。

チリにおける基礎教育の課題
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学校群が他の参加校と同じ処遇を受けながらも

学力改善においてプログラム効果がより少なか

ったことが確認されている［三輪２００２，３６―３８］。

一方，P-９００校には一度参加した後に卒業し，

再参加を経験していない学校群も存在している。

これらの学校を「優良校」，前述の長期参加の

学校群を「問題校」（注１０）と仮定し，複数年の全

国SIMCE得点データを従属変数とし，問題校

をダミー変数として加えた重回帰分析では，学

校の社会経済水準やアクセス状況，学校規模と

SIMCEの前得点データを用いて統制してもな

お，優良校が問題校に有意に勝っていることが

判明している［三輪２００２，３８］。

P-９００の参加校はすべて，効果が立証済みの

数多くの投入を得ているにもかかわらず，なぜ

問題校では優良校のような学力改善が果たせな

いのだろうか。その比較分析に入る前に，以下

では，これまで途上国の教育改善策に参考とさ

れてきた効果的インプットに関する研究とそう

した研究の問題点とを簡単に整理しておきたい。

Ⅲ 途上国の効果的インプット

に関する研究

教育財源上の制約の多い途上国において，教

育改善のためにどのようなインプットに投資を

優先させるのか，は非常に重要な問題である。

そのため，教育生産関数分析を通して見極めら

れた効果的インプットは，その目的に大いに活

用されてきた。特に，Heyneman and Loxley

（１９８３）の分析は途上国の教育改善における学

校インプットの重要性を指摘した点で注目され

た。それは，先進国とは異なり，途上国の小学

生の学力は家庭の社会経済要因よりも学校や教

員の質といった学校要因による影響の方が大き

く，国の所得水準が低いほど学校要因が学力に

及ぼす影響は大きくなるとする理論であった。

この研究に前後して，途上国の教育生産関数

研究ではSimmons and Alexander（１９７８）をは

じめ，過去の研究蓄積からインプット別に正の

効果の立証回数を集計する研究が多くみられた

［Schiefelbein and Simmons １９８１; Fuller １９８７;

Fuller and Clarke１９９４］。たとえば，学校図書室，

教科書，教員の教科知識，学習時間，宿題の頻

度などは効果的インプットで，逆に，学級規模

や教員給与などは効果の立証されにくいインプ

ットであった。しかし，こうした研究は児童が

学んでいる学級や学校，地域の背景要因（context

variables）の影響を看過し，学校内でのプロセ

スが不透明なままであり，また，学校の包括的

な改善の必要性をみえにくくするという点でも

批判された［Riddle１９９７］。

これは，同じ時期，アメリカやイギリスなど

の先進国で教育生産関数分析から学校効果分析

（school effectiveness research）（注１１）へと進展がみ

られたこととは対照的であった。進展は，学校

内のプロセスを指標化して分析に取りこむこと

から始まった。その後，都市部貧困地域を中心

に平均学力が突出して高い学校と低い学校とを

統計分析で判別し，事例の比較分析から前者の

学校の特徴を探る効果的学校研究（effective

schools research），そして個々の学校を改善の

中心ととらえ，学校がどのように改善するのか

を学校運営や教育行政面に着目して定性的に分

析する学校改善研究（school improvement re-

search），さらには学級や学校という階層的構

造を定量的モデルに取り込むマルチレベル分

析（注１２）を用いた研究へと発展した。他方，途上
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国の学校効果研究ではマルチレベル分析方法を

用いた研究や学校改善研究，さらには学校内の

プロセスの変数や児童の社会経済水準指標以外

の背景要因を分析に取りこんだ研究もまだ多く

ない。先進国研究と途上国研究でこのような違

いを生じた背景として，Riddle（１９９７，１８７）は

先進国研究では児童の要因による学習結果の不

平等を補償するために学校はどうあるべきか

（公正）に焦点があったのに対し，途上国研究

のおもな関心が，限られた財源ですべての者に

より良い教育を施す方法は何か（効率）を探求

する点にあった点を指摘している。

Lockheed and Levin（１９９３，８）は，教育生産

関数分析を含むこれまでの途上国の学校効果研

究のレビューを行い，途上国における効果的学

校の構築には以下の３つの条件が不可欠である

と述べている。まず，前提条件として教材と訓

練を受けた教員，カリキュラムや学習時間など

のインプットが十分であること，そしてそれら

投入の効果的利用を促進するような条件，すな

わち校長の指導力，地域や保護者との協力関係，

学習過程や学校運営における柔軟性などが整っ

ていること，そして最後に，学校とそれを取り

巻く諸機関の関係者に改革の意志が備わってい

ることとしている。

P-９００の参加校は学校の施設・設備，豊富な

教具・教材，教員訓練，視学官の頻繁な視察な

ど効果的な学校インプットすべてを与えられて

おり，またプログラムへの参加にあたっては参

加校を含む関係諸機関で合意書を交わしている

ように改革への意思は確認されている。そのた

め，改善を果たせない学校群については上述の

促進条件が不十分との仮説に基づき，学校の構

造的特質に着目しつつ分析を試みる。したがっ

て，現地調査では特に学習過程や学校運営，背

景要因に関するデータの収集に努めた。

（単位：人）

対象者
標本数 質問事項

（本稿に関するもののみ列挙）優良校 問題校

学級担任教員への質問票
（１９９９年に４年生を受けもった教員）

３１ ２１
実質的学習時間，校長の指導力，学校の組織的
文化，児童への期待

児童への質問票
（１９９９年に４年生でSIMCE受験者）

６１１ ３８１
就学前教育の有無，入学以降の留年回数，教員
の教授態度

保護者への質問票
（上記児童の保護者）

５０９ ３０７ 教育水準，家庭での学習支援，PTA参加

校長との面談 ２５ ２０
学校業績の説明要因，１９９９年時４年生の学級担
当の交替回数

学級代表児童（各２名）との面談（１） ３１ ２１ 教授法の使用頻度

表４ 標本データの内容と収集方法

（出所）筆者作成。
（注）（１）単位は学級。

チリにおける基礎教育の課題
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Ⅳ 優良校学級と問題校学級の

量的分析による比較

ここではP-９００の優良校と問題校について，

筆者の現地調査から得た標本データを用いて比

較検討を行う。表４は標本データの内容と収集

方法をまとめたものである。訪問校総数は４６

校（注１３），学級数は全部で５５クラスあったが，欠

損値を除いた後，優良校の３１学級と問題校の２１

学級のデータを用いることとする。学校ではな

く学級を分析の単位とするのは，本稿が学級内

で起こる学習過程を重視していること，かつデ

ータの多くが学級単位で集められたこと，さら

に学級でも学校でも調査項目の有意傾向には変

わりがなかったことを理由とする。なお，標本

校はいずれも能力別学級編成方法を採用せず，

入学時の学級編成が維持されている。また，こ

れら２つのグループ間で学級規模，教員の経験

年数，教員の資格水準に有意差はなかった。

優良校と問題校の比較に用いた変数は以下の

通りである。まず，学級環境を示す変数として

は，保護者の平均教育水準（MeanPRED），児

童の平均留年回数（MeanRPT），過去４年間の

学級担任数（TC_TRN）の３つを取り上げた。

保護者の平均教育水準は児童の家庭の社会経済

的水準を表す指標，児童の平均留年回数は学級

全体の学習の素地として読みかえうる指標であ

り，チリにおける学級担任数の変数は多くの場

合，学校の地理的条件や教員の労働環境を反映

しているものと考えられる（注１４）。学習過程につ

いては一コマの授業時間を１００パーセントとし

た場合に学習活動に費やせる時間の割合（TC_

TIME），具体物操作やグループワークなどP-９００

で推奨される新しい教授方法の使用頻度（国語

LG_ACT，算数MT_ACT），学習支援や賞賛など

望ましいとされる教員の教授態度の頻度（TC_

ATD），さらに児童に対する教員の期待（TC_

EXP）を調べた。学校運営に関する指標には，

校長の指導力（PC_LDR）とCunningham and

Gresso（１９９３，４１―５１）に挙げられた項目を参考

に学校としてどの程度変革に積極的な組織的文

化（SC_CLT）を保持しているかどうかを探っ

た。最後に，家庭での学習支援の頻度（PR_SPT）

や保護者のPTA参加頻度（PR_PTA），ならびに

地域との相互協力関係（SC_CMN）から家庭や

地域と学校との関係を調べた。

以上の変数を比較すると，興味深いことに国

語・算数とも新しい教授法の使用頻度では優良

校と問題校の学級間で差がなく，学校と地域の

相互関係においても有意差がみられなかった

（表５）。すなわち，P-９００は授業方法の改善と

いう点ではいずれの学級内でも効果を上げてい

るということになる。しかしながら，２グルー

プの平均の有意差を検定するt値をみると，教

員の教授態度で有意な値を取っていることから，

問題校学級では新たな教授法を使ってはいるも

のの教授態度の改善にまでは至っていないこと

が推測される。学級環境については，優良校の

学級に学ぶ児童の保護者は初等・基礎教育修了

（尺度２）以上の教育を受けているが，問題校

では修了水準に至っていない。また，児童の平

均留年回数も問題校の学級でより多く発生し，

学級担任が変更する回数もより多くなってい

る（注１５）。

12



Ⅴ 優良校学級の決定要因

優良校の学級を１とするダミー変数を作って

従属変数とし，本稿第Ⅲ節で述べた学校効果研

究の文献レビューの結果に基づいて次の２つの

仮説を立て，検証する。◯１学級環境要因を統制

すれば，あるP-９００校の学級が優良校，問題校

のいずれに属するかは，学級内の学習過程の差

によって決定される。◯２学級環境要因を統制す

れば，優良校と問題校の学級内の学習過程の差

は，学校運営や家庭との連携における差によっ

て説明される。なお，標本数（n＝５２）の制約

から，すべての独立変数をモデルに取り入れる

ことが難しいので（注１６），以下では各領域より独

立変数を絞って分析している。

表６は，ロジスティック回帰の結果を示して

いる。モデル１は，学級環境を表す統制変数の

領域 項 目

優良校学級
n＝３１

問題校学級
n＝２１ 尺度（３）

平均の差の
検定（t値）（４）

M SD M SD

学級
環境

保護者の平均教育水準
（MeanPRED）（１）

児童の平均留年回数
（MeanRPT）（１）

過去４年間の学級担任数
（TC_TRN）

２．２７９

．２２７

１．７１０

（ ．５６７）

（ ．１８８）

（１．０３９）

１．９０４

．３８０

３．３３３

（ ．３２５）

（ ．１９９）

（２．８３４）

１～８

０～０．８

１～１３

３．０１９＊＊

２．８２０＊＊

２．５１３＊

学習
過程

実質的学習時間（TC_TIME）

新しい教
授法の使
用頻度（２）

国語（LG_ACT）

算数（MT_ACT）

７６

３．７３９

４．２４７

（１３）

（ ．８３６）

（１．４６８）

６８

３．６２７

４．０３２

（１２）

（ ．８０８）

（１．１４５）

パーセ
ント

１～８

１～８

２．１４２＊

．４８１

．５６６

教員の教授態度
（TC_ATD）（１）（２）

教員の期待（TC_EXP）（１）（２）

３．１０８

３．２６９

（ ．２３４）

（ ．８０９）

２．９０６

２．８７３

（ ．２１６）

（ ．６８７）

１～４

１～５

３．１４２＊＊

１．８３６†

学校
運営

組織的文化（SC_CLT）（２）

校長の指導力（PC_LDR）（２）
３．９０９
４．３３５

（ ．５８２）
（ ．５２７）

３．５６５
３．８６７

（ ．５５９）
（ ．９４０）

１～５
１～５

２．１２２＊

２．０７５＊

家庭・
地域
との
連携

家庭の学習支援（PR_SPT）（１）（２）

保護者のPTA参加度
（PR_PTA）（１）（２）

地域との関係（SC_CMN）（２）

３．１０９

３．９２７

３．５０９

（ ．２３８）

（ ．４０７）

（ ．８７１）

２．９８７

３．７１１

３．３４０

（ ．２０４）

（ ．２７５）

（ ．８８２）

１～４

１～５

１～５

１．９３１†

２．２８２＊

．８１４

表５ 優良校と問題校の比較

＊＊p＜．０１ ＊p＜．０５ †p＜．１０
（出所）筆者作成。
（注）（１）個人レベルで収集されたデータが学級レベルに集計された。

（２）紙幅の都合上，詳細を割愛するが，これらの変数は最少で３つ，最多で１６つの項目から成る一連の質問に
対して回答者が上図に示した尺度を用いて回答し，回答データにもとづき質問項目の信頼性分析を行った
うえで回答の平均値を集計したものである。

（３）MeanRPT, TC_TRN, TC_TIMEを除き，尺度は数値が上がるほど肯定的な傾向を示すように設定されている。
（４）平均の差の検定は正規分布を仮定し，t検定によった。

チリにおける基礎教育の課題
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みを用いたもので，これに学習過程から選んだ

教員の教授態度（TC_ATD）の説明変数を加え

たものがモデル２である。モデル２のTC_ATD

変数のオッズ比はかなり高いことから，教員の

教授態度はある学級が優良校に属するか問題校

に属するかについて高い予測力をもつことが分

かる。

この結果にしたがえば，つぎのような状況が

想定できる。たとえば，保護者の平均教育年数

が初等・基礎教育修了（尺度２）の水準で，児

童の平均留年回数が０．４回，入学以降，学級担

任は３人目という学級において，小学４年生の

教員の教授態度が望ましくない場合（たとえば

問題校平均の２．９），その学級が優良校に属する

確率は２０パーセントでしかない。もし，同じ条

件下で，１人の学級担任が４年間継続して同じ

学級を受けもったと仮定した場合，優良校に属

する確率は３７パーセントと，なお５０パーセント

を下回る。ところが，そのうえで教員の教授態

度が優良校平均の３．１の水準にまで改善した場

合，その確率は５８パーセントにまで上昇する。

以上から，前述の仮説◯１は支持されたと考える。

モデル３は，モデル２に学校運営の説明変数

として学校の組織的文化（SC_CLT）を，そし

て家庭との連携の説明変数として保護者のPTA

参加度（PR_PTA）を加えたものである。これ

ら２つの変数を加えることによって，教員の教

授態度の有意性は危険率１０パーセント水準に落

ちている。つまり，これは，ある優良校と問題

校の学級が学級環境だけでなく，学校運営の状

況や学校と家庭の連携についても同水準にある

と仮定すれば，教員の教授態度が優良校と問題

校のグループ分けに対する影響力は減少するこ

とを意味している。しかし，これら変数間には

構造的因果関係があることが推測されるため，

ここで上述◯２の仮説検証へと進むこととする。

従属変数：優良校の学級を
１とするダミー変数
（DM_MSS）

モデル１ モデル２ モデル３

偏回帰係数 偏回帰係数 オッズ比 偏回帰係数 オッズ比

学級環境

学習過程

学校運営

家庭との連携

MeanPRED

MeanRPT

TC_TRN

TC_ATD

SC_CLT

PR_PTA

１．６４３†
（．９２０）
－４．４６１＊

（２．０４５）
－．６４４＊

（．３２５）

──

──

──

１．５１８
（１．０１４）
－４．７７４＊

（２．２２３）
－．８０８＊

（．３８９）
４．４０５＊

（１．８８６）

──

──

４．５６５

．００８

．４４６

８１．８９０

──

──

２．０２４†
（１．１４８）
－５．５３１＊

（２．６００）
－．７３０†
（．４０１）
３．９５４†
（２．１３３）
．０９４
（．７９７）
１．９５０
（１．３３４）

７．５６５

．００４

．４８２

５２．１２５

１．０９８

７．０２５

定数 －．２４７ －１２．８０９ －２０．２０３

尤度比（χ２） ２０．１５３＊＊ ２７．２５０＊＊ ３０．０４５＊＊

表６ 優良校学級の決定要因，ロジスティック回帰（n＝５２）

＊＊p＜．０１ ＊p＜．０５ †p＜．１０
（出所）筆者作成。
（注）括弧内は標準誤差。
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保護者の平
均教育水準 

児童の平均
留年回数 

過去４年間の
学級担任数 

学校運営 
（組織的）

学校運営 
（人的） 

家庭との
連携

学習過程

優良校
(=1)
問題校
(=0)

モデル A

外生変数 
（モデル A，B，Cに用いる） 

モデル B

モデル C

内生変数

仮説◯２は，学級環境要因を統制すれば，優良

校と問題校の学級内の学習過程の差は，学校運

営や家庭との連携における差によって説明され

るというものであった。これを検証するにあた

り，注１６で述べた多重共線性やパワー減少の問

題を避けるため，図３に示すような３つのモデ

ルを考える。学級環境を示す外生変数の他，学

習過程や家庭との連携を代表する内生変数には，

これまでの分析と同じ変数を用いる。今回の分

析枠組で異なるのは，学校運営と家庭との連携

を別々のモデルに追加すること，そして学校運

営については組織的側面（学校の組織的文化SC_

CLT）と人的側面（校長の指導力PC_LDR）に分

離する点である。すなわち，学校運営の組織的

側面を扱うのがモデルA，学校運営の人的側面

がモデルB，そして学校と家庭との連携がモデ

ルCとなる（注１７）。ダミー変数を従属変数として

いるが，パス解析で仮説検証を行うため，個々

の分析ではロジスティック回帰ではなく最小二

乗法の重回帰分析を用いている。従属変数であ

る優良校の学級数と問題校の学級数は６対４の

分布であることから，いずれの方法を用いても

分析結果に大差は生じないものと考えられ

る（注１８）。

図４は以上の３つのモデルの解析結果を示し

たパス・ダイアグラムで，危険度５パーセント

水準で有意性のあるパスは実線，それ以下のパ

スは破線で示されている。パス線上の数値はパ

ス係数で，矢印が示す内生変数を従属変数とす

る重回帰分析から得た標準偏回帰係数（β）を

示している（注１９）。内生変数の下に書かれたRは

それぞれの重回帰分析から得た重相関係数であ

る。

モデルA，Bから，学校運営については組織

的側面でも人的側面でも学習過程に影響を与え

ていることが理解される。モデルAでは，保護

者の平均教育水準が学校の組織的文化に影響し，

学校の組織的文化が学級内の教員の教授態度を

決定し，その教授態度は学級が優良校に属する

かどうかに影響している。同様にモデルBでも，

保護者の平均教育水準が校長の指導力に影響を

与え，校長の指導力が学級内の教員の教授態度

を決定し，その教授態度は学級が優良校に属す

るかどうかに影響している（注２０）。ただし，いず

図３ パス解析の分析枠組み（３つのモデル）

（出所）筆者作成。

チリにおける基礎教育の課題
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図４ パス・ダイアグラム
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（出所）筆者作成。
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（出所）筆者作成。
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れのモデルでも教員の教授態度は危険度１０パー

セント水準でしか説明されていない。一方，児

童の平均留年回数は，いずれのモデルでも予測

通り，優良校学級のダミー変数に対して負の直

接効果を有している。モデルCについては実線

パスの継続的流れが観察されず，上記２つのモ

デルとは異なる結果を示している。保護者の

PTA参加度からのパスの有意性は危険率１０パー

セント水準でしかなく，教員の教授態度も有意

に説明されていない。児童の平均留年回数と教

員の教授態度から優良校学級ダミー変数への２

つのパスのみが統計的有意な係数を示している。

図４では過去４年間の学級担任数（TC_TRN）

の変数がいずれのモデルにおいても有意なパス

を有していないことから，これを除いて再度分

析をやり直すこととした。その結果，大幅なモ

デルの改善にはつながらなかったものの，２つ

の重要な改善点が見受けられた（図５）。モデ

ルA’とB’の双方で教員の教授態度が統計的有意

に説明されている点，そしてモデルC’において

保護者のPTA参加度の変数が教員の教授態度に

有意に影響している点である。モデルA’とB’の

有意なパスの流れは以前と変わりなく，保護者

の平均教育水準が学校運営の組織的側面と人的

側面に影響を与え，それら学校運営の状況が教

員の教授態度を規定し，最終的には教員の教授

態度に代表される学習過程が優良校学級か否か

の重要な決定要因となっている構図がみてとれ

る。モデルC’では教員の教授態度が依然，有意

に説明されてはいないものの，PTA参加度に代

表される家庭と学校との連携が教員の教授態度

に影響し，その教授態度が優良校学級変数の有

意な規定要因となっている。

以上の分析結果から，標本データは仮説◯２を

支持していると結論づけることができる。いい

かえれば，学校運営と学校と家庭との連携は学

習過程の重要な決定要因であり，その学習過程

の状況はP-９００参加のある学級が優良校・問題

校のいずれに属するかに直接的な影響を与えて

いると考えられる。

Ⅵ 優良校と問題校の質的分析による比較

ここでは校長との面談，教員とのインフォー

マルな対話や授業観察などを通して得た意見や

情報をもとに，前述の量的分析結果を踏まえつ

つ優良校と問題校の相違点を思料する。

第１に，問題校での学習過程における真の改

革が起こっていない要因として，教室内での活

動をブラック・ボックス化してしまえるような

状況と，その状況を打破できない学校運営体制

の問題が指摘されよう。面談によると，校長や

視学官による校内授業観察は時折行われてはい

るものの短い表敬訪問に過ぎず，１コマの授業

の流れを教育学的視点から観察することはまれ

である。そのため，P-９００の校内教員訓練で学

んだ理論や教授法も，それが実際にどのように

実践に移されているのかを継続的かつ定期的に

チェックできる機能はほとんどないのが実情で

ある。

他方，優良校の多くではそれを可能にするよ

うなメカニズムが散見された。たとえば，同じ

学年に複数の学級をもつ大規模校では教員同士

が授業計画や教材の作成を共同で行っていたが，

当然そうした作業を通して互いの教室内での活

動がみてとれる。また，別の優良校では学級毎

の学習成果の展示会や発表会を学内で定期的に

催し，教員が教室内で何をどのように教えてい
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るのかについての情報交換を可能としていた。

他の優良校では極めて献身的な視学官に恵まれ，

授業の全過程を観察して助言を与えたり，児童

を相手に臨場感溢れる模擬授業を行ったりして

いる（注２１）。

第２に，学習内容の適切性（relevance）の問

題がある。本稿では新しい教授法の使用頻度

（MT_ACT）の平均値に隠れてしまったが，児

童の意見聴取から，優良校では算数の授業で地

域の産物や情報を活かした学習活動がより頻繁

で，また地域の人材が学習活動に参加すること

も問題校に比べて多いことが判明している。こ

のように，学習者が彼らにとって身近な生活環

境や体験から帰納的に学べるよう学習内容を適

応させることは，適切性もしくは適正化の問題

として知られるが，この問題は教員の授業準備

時間の使い方とも深く関係している。他の途上

国とは異なり，チリではすべての子どもに教科

書が配布されているにもかかわらず，チリ人教

員はプロの教師は参考書程度に教科書を使うべ

きであり，授業計画は独自のものを創作すべき

だという考えをもっているという。しかしなが

ら，実際には教員が授業準備に割ける時間は限

られており，授業進行の骨格は作れても内容の

適切性配慮にまでは手が回らないのが実情であ

る。このような前提を認知すれば，授業案作成

の労苦軽減のために，よりよく構築されたカリ

キュラム枠組み（多く，それは教科書の形を取る）

の提供に努力する必要があるだろう。

最後に，既述の学級担任数の変数にみられる

ような教員の高い異動率は問題校が抱える課題

のひとつであるが，そのような問題も戦略的な

学校運営によってある程度は克服可能であるこ

とを示す事例に触れておこう。

学校Aと学校Bは同じ地域ではないが，いず

れも近隣の街まで１日数本のバスしかない農村

部に位置し，児童の家庭の社会経済水準は同程

度である。学校Aは優良校のひとつであるが，

校長以外の教員はほとんどすべて年契約で，当

校での教員当たり平均勤務年数は１．２５年間でし

かない。学校Bは問題校のひとつで，１９９９年に

SIMCEを受けた学級は過去４年間に１３名もの

教員が担当したが，１９９９年度は１名の教員が担

当した。当校の教員当たり平均勤務年数は３．３

年である。１９９９年SIMCE算数の得点によると，

学校Bは１８８点でしかなかったが，学校Aは２５９

点を獲得した。学校Aの校長はこの学習結果に

ついて２つの理由を挙げている。ひとつは，能

力と熱意のある視学官に恵まれたことである。

視学官は頻繁に授業観察のため教室に入り，ま

た授業記録を綿密にチェックして，教員指導を

行っていたという。もう１点は，校長が年契約

教員による教育活動への低いコミットメントを

事実として受け入れ，３，４年生の教員には通

常のような全教科の担当ではなく，各自の得意

科目を担当できるよう調整を図ったことである。

その目的は教員の労力軽減というよりも，選択

余地のない人材から最良の質を引き出すための

運営上のひとつの攻略であった。

以上，量的分析結果を補完する情報として，

教室内における教育活動の閉鎖性，学習内容の

適切性の低さとそれに関連する教員の時間的余

裕の少なさの問題，教員の高い異動率とその克

服例を取り上げた。そのいずれにおいても，学

習過程の真なる改善に向けた戦術的な学校運営

の重要性がみてとれたと思う。

チリにおける基礎教育の課題
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まとめと考察

本稿では，P-９００校が優良校もしくは問題校

のいずれになるかを決定する要因として，学級

レベルの標本データを用いて分析を進めてきた。

その結果，まず教員の教授態度に代表される学

習過程の重要性が確認された。さらに，学校の

組織的文化や校長の指導力，学校と家庭との連

携は，そうした学習過程の改善に貢献する要因

であることも実証的に明らかとなった。つまり，

問題校においては，学力改善に有効とされる投

入を受けた結果として進歩的教授法の導入では

一定の成果を得たものの，その変化は表面的に

止まり，必ずしも教室内での学習過程における

教授態度の改善を導くものではなかった。また，

そうした改善を促進できなかった要因としては，

校長の弱い指導力や，改革に積極性を欠く学校

の組織的文化，家庭との連携の弱さがあった。

すなわち，今後，チリの周縁地域にある学校

の学力改善では，好ましい教授法や教授態度な

ど研修を通して教員に与える新たな知識を，ど

のようにして教室内での確実な実践へとつなげ，

学習過程の改善を確かなものとするかが中心的

課題であり，それを可能にするような学校運営

や学校と家庭との関係づくりを推し進める必要

があるだろう。その際，上述５の質的分析結果

でも述べたように，改善の実践を阻むような教

室内での学習活動の閉鎖性という問題を如何に

克服しうるかは極めて重要な課題である。

表３にも示したように，チリではこのような

教室内での改革実践を推し進めるため，長らく

議論されてきた個々の教員の評価システムをつ

いに２００３年に導入した。２００５年末時点で累計１

万６１１６名の教員が評価済みであるが，途中，教

員組合との摩擦もあり，実施は計画通りには進

んでいない。本稿で取り上げた優良校の事例に

みられたような校内協力体制の構築を通してで

はなく，評価という成果主義をもってこの問題

に取り組むことがはたして良策であるのかどう

か，今後の動向を注視したい。

（注１）日本の場合，初等教育の就学率が５０パーセ

ントを超えたのは１８８３年，９０パーセントを超えたのは

１９０２年である［文部省１９７２，２１４］。農村女子を含む学

齢人口全員が初等教育を卒業するまでにいたったの

は，１９３０年代と推測されている。

（注２）同時に，それまで６年制であった中等教育

は４年制に変更された。

（注３）２００１年３月１６日ワシントンD.C.で開催され

た北米の比較国際教育学会第４５回年次大会における元

チリ教育大臣 Ernesto Schiefelbein氏の発言。

（注４）World Bank EdStatsウェブサイトからのデー

タに基づく。

（注５）初等教育への配分３４パーセントに，一般教

育１１パーセントの半分を加算したもの。一般教育はひ

とつ以上のサブセクターを含むものとされ，融資額の

約半分は初等教育向けとされる。

（注６）本調査結果ではキューバだけが全体平均を

はるかに上回る好成績を示した。世界銀行をはじめと

する国際援助機関が多額の融資と政策的助言を通して

ラテンアメリカ諸国の教育改革に大きな影響を及ぼす

なか，キューバはそうした影響を強く受けていない事

実に鑑みれば，この結果は皮肉でさえある。

（注７）「粗就学率」は就学者の年齢にかかわらず，

在学者総数を学齢人口で割った値で，「純就学率」は在

学者のうち，対応する教育段階の学齢にある者のみを

数え，その総数を学齢人口で割った値である。

（注８）ただし，チリの場合，保護者に直接クーポ

ンは支給されず，学校が毎月報告する児童生徒の出席

数に，児童生徒１人当たりの国庫助成金を乗じた総額

が学校へ支給される仕組みを取る。

（注９）P-９００の卒業基準は過去に数回変更されてい
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る。州レベルの平均点はこれまでもっとも長く用いら

れた基準である。

（注１０）P-９００の卒業後に参加を繰り返す学校群は含

んでいない。

（注１１）学校効果研究に含まれる研究の分類は欧米

諸国でもまだ統一されているとはいい難い。先進国に

おけるこの分野の代表的研究者によれば，学校効果研

究はつぎの３つから構成される。（１）学校効果の定量的

研究（school effects research）：学校インプットがア

ウトプット（またはアウトカム）に与える効果を定量

的に探る研究で，教育生産関数分析から最近のマルチ

レベル分析までを含む，（２）効果的学校研究，（３）学校

改善研究である［Teddlie and Reynolds２０００，３］。ただ

し，学校改善研究については学域やアプローチの違い

から学校効果研究の一部としてではなく，その並列的

領域として扱われる場合も少なくない。

（注１２）普通，教育のデータは，学習者が学級に属

し，学級が学校に属するというように階層構造を取っ

ているが，それは回帰分析における観測値の独立性と

いう前提条件を満たさず，また分析にあたっては学習

者や学校などいずれかひとつのレベルを選択せざるを

えない。マルチレベル分析はそうした問題点を克服し，

児童，学級，学校といった階層型データをひとつのモ

デル内で同時に扱い，レベルごとの効果を分離して分

析する方法である。

（注１３）標本校の抽出にあたっては，第７，８州内

の４つの県教育局（Talca, Linares, Bío−bío, Ñuble）の

管轄下にある問題校（P-９００の卒業基準を満たせず過去

９～１０年間継続的に参加する学校）全２４校から，１９９９

年SIMCEを受験し，かつ受験した際の４年生の学級担

任と校長が調査時点でも在任している学校を選んだ。

優良校（過去に２年間以上P-９００に参加し，卒業した後

再参加していない学校）は，教育省外郭団体JUNAEB

が査定する学校平均の社会経済水準が問題校と同じ最

低の５レベルにあり，同様に学級担任と校長が調査時

点で在任し，地理的に問題校に近い学校を選んだ。標

本数は全国の問題校の２２パーセント，優良校の２パー

セントに相当する。問題校の問題には共通する面と多

様な面とが共存すると推測されるが，これら標本の分

析から，問題校一般に共通する問題についてはある程

度の推論が可能であると考える。

（注１４）チリでは学校の僻地性を示すデータもある

が，それは必ずしも教員の労働環境を反映しないと考

えられる。僻地には該当しないが農村部にあり，交通

や生活インフラの不十分な地域において教員の定着率

が低い傾向にある。逆に，僻地であればかなり割高の

手当てや住居が与えられる利点がある。

（注１５）チリの基礎教育では基本的には自動進級制

を取っているが，３，５，７年生に進級する際に教員

が必要と判断すれば留年させることが可能である。ま

た，多くの学校で，学級担任は１～４年生，５～８年

生で持上り制を採用している。

（注１６）すべての独立変数をモデルに組み入れた場

合，過去４年間の学級担任数（TC_TRN）の変数のみ

が有意となり，優良校学級のダミー変数（DM_MSS）

と有意な相関関係がみられた他の変数はすべて有意性

を失ってしまう。これは，ひとつには独立変数間に比

較的高い相関関係があるため（たとえば，校長の指導

力PC_LDRと学校の組織的文化SC_CLTの間，保護者の

学習支援PR_SPTと学校と地域との協力関係SC_CMNの

間）同じモデルのなかで使うことにより多重共線性の

問題が起こること，さらには標本数の制約から，多く

の説明変数を入れることで自由度やモデルのパワーが

減少してしまうためと考えられる。

（注１７）SC_CLTとPC_LDRは因果関係の方向性は分

からないが，互いに補完し合う関係にあり，相乗効果

を生んでいると考えられる。可能であれば，これらの

変数をすべてひとつのモデルに含め，その関係性も実

証することが望ましいが，標本数の制約から複雑なモ

デルの構築はできない。そのため，本稿では問題校の

学級内における問題を，複数の視点から構造的にとら

え，実証することを重視した。

（注１８）古谷野（１９８８，１０３）によれば，従属変数の

分布が３：７～７：３の範囲である場合，ロジスティッ

ク回帰と重回帰分析はほとんど同一の結果をもたらす。

（注１９）各独立変数の単位をそろえて，寄与の大き

さを比較するため，偏回帰係数を標準化したもの。

（注２０）学級平均の教育水準が，教員の考える学校

の組織的文化や校長の指導力に有意な影響を及ぼして

いるのは，教育水準の低い学校で改革に肯定的な組織
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的文化が生まれにくく，指導力のある校長も着任しに

くい傾向にあるか，もしくは校長に指導力があったと

しても，教員がそれを感じるほどには発揮されていな

い傾向を示すものと推察される（校長の指導力は教員

への質問票の集計結果による）。

（注２１）P-９００の校内教員研修で新たな教授法を学ぶ

場合，デモンストレーションがあるとすれば，視学官

が教員を児童に見立てて簡単な見本を示す程度であっ

て，日本の研究授業のように，他の教員が観察するな

か，１人の教員が実際の児童に対して模擬授業を行う

ようなことはない。
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